
参考資料  
現行の｢独立行政法人会計基準｣及び ｢独立行政法人会計基準注解｣と事務局案の比較表 

 

章 節 現行 事務局案 

第３章 認識及び測定 

３  第２７ 有価証券の評価基準及び評価方法  
１ 有価証券の取得原価は、購入代価に手数料等の付随費用を加算し、これに平均原価法等の方法を適

用して算定した金額とする。 
２ 有価証券は、独立行政法人が保有する目的により、次のように区分し、評価差額等について処理し

た上、それぞれ区分ごとの評価額をもって貸借対照表価額としなければならない。 
 (1) 売買目的有価証券 

時価の変動により利益を得ることを目的として保有する有価証券（以下「売買目的有価証券」とい

う。）は、時価をもって貸借対照表価額とし、評価差額は当期の損益として処理する。（注２０） 
 (2) 満期保有目的の債券 

満期まで所有する意図をもって保有する国債、地方債、政府保証債、その他の債券（以下「満期保

有目的の債券」という。）は、取得原価をもって貸借対照表価額とする。ただし、債券を債券金額より

低い価額又は高い価額で取得した場合において、取得価額と債券金額との差額の性格が金利の調整と

認められるときは、償却原価法に基づいて算定された価額をもって貸借対照表価額としなければなら

ない。（注２１）（注２２）（注２３） 
 (3) 関係会社株式 

関係会社株式は、取得原価をもって貸借対照表価額とする。ただし、当該会社の財務諸表を基礎と

した純資産額に持分割合を乗じて算定した額が取得原価よりも下落した場合には、当該算定額をもっ

て貸借対照表価額とし、評価差額は当期の費用として処理するとともに、翌期首に取得原価に洗い替

えなければならない。 
 (4) その他有価証券 

売買目的有価証券、満期保有目的の債券及び関係会社株式以外の有価証券（以下「その他有価証

券」という。）は、時価をもって貸借対照表価額とし、評価差額はその全額を純資産の部に計上し、翌

期首に取得原価に洗い替えなければならない。なお、純資産の部に計上されるその他有価証券の評価

差額については、純資産の部に計上される他の剰余金と区分して記載しなければならない。(注２０) 
３ 満期保有目的の債券及びその他有価証券のうち市場価格のあるものについて時価が著しく下落した

ときは、回復する見込があると認められる場合を除き、時価をもって貸借対照表価額とし、評価差額

は当期の費用として処理しなければならない。 
市場価格のない株式については、発行会社の財政状態の悪化により実質価額が著しく低下したとき

は、相当の減額をなし、評価差額は当期の費用として処理しなければならない。 
 
  ＜注２０＞ 時価について 

時価とは、公正な評価額をいい、市場において形成されている取引価格、気配又は指標その他

の相場に基づく価額をいう。市場において形成されている取引価格、気配又は指標その他の相場

がない場合には、合理的に算定された価額を公正な評価額とする。 
  
  ＜注２１＞ 償却原価法について 

償却原価法とは、債券を債券金額より低い価額又は高い価額で取得した場合において、当該差

第２７ 有価証券の評価基準及び評価方法  
１ 有価証券の取得原価は、購入代価に手数料等の付随費用を加算し、これに平均原価法等の方法を適

用して算定した金額とする。 
２ 有価証券は、独立行政法人が保有する目的により、次のように区分し、評価差額等について処理し

た上、それぞれ区分ごとの評価額をもって貸借対照表価額としなければならない。 
 (1) 売買目的有価証券 

時価の変動により利益を得ることを目的として保有する有価証券（以下「売買目的有価証券」とい

う。）は、時価をもって貸借対照表価額とし、評価差額は当期の損益として処理する。（注２０） 
 (2) 満期保有目的の債券 

満期まで所有する意図をもって保有する国債、地方債、政府保証債、その他の債券（以下「満期保

有目的の債券」という。）は、取得原価をもって貸借対照表価額とする。ただし、債券を債券金額より

低い価額又は高い価額で取得した場合において、取得価額と債券金額との差額の性格が金利の調整と

認められるときは、償却原価法に基づいて算定された価額をもって貸借対照表価額としなければなら

ない。（注２１）（注２２）（注２３） 
 (3) 関係会社株式 

関係会社株式は、取得原価をもって貸借対照表価額とする。ただし、当該会社の財務諸表を基礎と

した純資産額に持分割合を乗じて算定した額（以下「持分額」という。）をもって貸借対照表価額とす

る。 
持分額が取得原価よりも下落した場合のには、当該算定額をもって貸借対照表価額とし、評価差額

は当期の費用として処理しするとともに、翌期首に取得原価に洗い替えなければならない。 
持分額が取得原価よりも増加した場合の評価差額は純資産の部に計上し、翌期首に取得原価に洗い

替えなければならない。 
 (4) その他有価証券 

売買目的有価証券、満期保有目的の債券及び関係会社株式以外の有価証券（以下「その他有価証

券」という。）は、時価をもって貸借対照表価額とし、評価差額はその全額を純資産の部に計上し、翌

期首に取得原価に洗い替えなければならない。なお、純資産の部に計上されるその他有価証券の評価

差額については、純資産の部に計上される他の剰余金と区分して記載しなければならない。(注２０) 
３ 満期保有目的の債券及びその他有価証券のうち市場価格のあるものについて時価が著しく下落した

ときは、回復する見込があると認められる場合を除き、時価をもって貸借対照表価額とし、評価差額

は当期の費用として処理しなければならない。 
市場価格のない株式については、発行会社の財政状態の悪化により実質価額が著しく低下したとき

は、相当の減額をなし、評価差額は当期の費用として処理しなければならない。 
 
  ＜注２０＞ 時価について 

時価とは、公正な評価額をいい、市場において形成されている取引価格、気配又は指標その他

の相場に基づく価額をいう。市場において形成されている取引価格、気配又は指標その他の相場

がない場合には、合理的に算定された価額を公正な評価額とする。 
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額に相当する金額を償還期に至るまで毎期一定の方法で貸借対照表価額に加減する方法をいう。

なお、この場合には、当該加減額を受取利息に含めて処理する。 
 
  ＜注２２＞ 満期保有目的の債券とその他有価証券との区分 

１ その他有価証券とは、売買目的有価証券、満期保有目的の債券及び関係会社株式以外の有価証

券であり、長期的な時価の変動により利益を得ることを目的として保有する有価証券や、政策的

な目的から保有する有価証券が含まれることになる。 
２ 余裕資金等の運用として、利息収入を得ることを主たる目的として保有する国債、地方債、政

府保証債、その他の債券であって、長期保有の意思をもって取得した債券は、資金繰り等から長

期的には売却の可能性が見込まれる債券であっても、満期保有目的の債券に区分するものとす

る。 
 
  ＜注２３＞ 満期保有目的の債券の保有目的の変更について 

満期保有目的の債券を償還期限前に売却した場合には、次に掲げる場合を除き、当該売却した

債券と同じ事業年度に購入した残りの満期保有目的の債券の全てについて、保有目的の変更があ

ったものとして売買目的有価証券に振り替えなければならない。 
(1) 満期保有目的の債券を購入した中期目標等期間後の中期目標等期間において、中期計画等上の

資金計画において、満期保有目的の債券の売却収入を財源とした計画が策定されている場合で

あって、当該計画に従って売却した場合 
(2) 満期保有目的の債券を購入した中期目標等期間後の中期目標等期間において、金利情勢の変化

に対応して、より運用利回りの高い債券に切り換えるため、又は独立行政法人が定める信用上

の運用基準に該当しなくなったことに伴い、運用基準に該当する他の債券に切り換えるために

売却した場合 
(3) 通則法第４６条の２の規定に基づく不要財産に係る国庫納付又は同法第４６条の３の規定に基

づく不要財産に係る民間等出資の払戻しをするために売却した場合 

 
  ＜注２１＞ 償却原価法について 

償却原価法とは、債券を債券金額より低い価額又は高い価額で取得した場合において、当該差

額に相当する金額を償還期に至るまで毎期一定の方法で貸借対照表価額に加減する方法をいう。

なお、この場合には、当該加減額を受取利息に含めて処理する。 
 
  ＜注２２＞ 満期保有目的の債券とその他有価証券との区分 

１ その他有価証券とは、売買目的有価証券、満期保有目的の債券及び関係会社株式以外の有価証

券であり、長期的な時価の変動により利益を得ることを目的として保有する有価証券や、政策的

な目的から保有する有価証券が含まれることになる。 
２ 余裕資金等の運用として、利息収入を得ることを主たる目的として保有する国債、地方債、政

府保証債、その他の債券であって、長期保有の意思をもって取得した債券は、資金繰り等から長

期的には売却の可能性が見込まれる債券であっても、満期保有目的の債券に区分するものとす

る。 
 
  ＜注２３＞ 満期保有目的の債券の保有目的の変更について 

満期保有目的の債券を償還期限前に売却した場合には、次に掲げる場合を除き、当該売却した

債券と同じ事業年度に購入した残りの満期保有目的の債券の全てについて、保有目的の変更があ

ったものとして売買目的有価証券に振り替えなければならない。 
(1) 満期保有目的の債券を購入した中期目標等期間後の中期目標等期間において、中期計画等上の

資金計画において、満期保有目的の債券の売却収入を財源とした計画が策定されている場合で

あって、当該計画に従って売却した場合 
(2) 満期保有目的の債券を購入した中期目標等期間後の中期目標等期間において、金利情勢の変化

に対応して、より運用利回りの高い債券に切り換えるため、又は独立行政法人が定める信用上

の運用基準に該当しなくなったことに伴い、運用基準に該当する他の債券に切り換えるために

売却した場合 
(3) 通則法第４６条の２の規定に基づく不要財産に係る国庫納付又は同法第４６条の３の規定に基

づく不要財産に係る民間等出資の払戻しをするために売却した場合 
 

第５章 貸借対照表 
５  第５７ 純資産の表示項目 

１ 資本金は、政府出資金、地方公共団体及びそれ以外の者からの出資金（出資者等により適切な名称を

付することを要する。）に区分して表示しなければならない。 
２ 資本剰余金は、資本剰余金の総額を表示するとともに、「第２０ 行政コストの定義」におけるその他

行政コストに含まれる取引の累計額を、それぞれ減価償却相当累計額、減損損失相当累計額、利息費用

相当累計額、承継資産に係る費用相当累計額及び除売却差額相当累計額として控除して表示しなければ

ならない。 (注４２) 
３ 利益剰余金は、積立金、個別法において定められている場合における前中期目標等期間繰越積立金、

第５７ 純資産の表示項目 
１ 資本金は、政府出資金、地方公共団体及びそれ以外の者からの出資金（出資者等により適切な名称を

付することを要する。）に区分して表示しなければならない。 
２ 資本剰余金は、資本剰余金の総額を表示するとともに、「第２０ 行政コストの定義」におけるその他

行政コストに含まれる取引の累計額を、それぞれ減価償却相当累計額、減損損失相当累計額、利息費用

相当累計額、承継資産に係る費用相当累計額及び除売却差額相当累計額として控除して表示しなければ

ならない。 (注４２) 
３ 利益剰余金は、積立金、個別法において定められている場合における前中期目標等期間繰越積立金、
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目的積立金及び当期未処分利益に区分して表示する。なお、当期未処分利益の内訳として、当期総利益

を表示するものとする。 
４ その他有価証券の評価差額は、利益剰余金の次に評価・換算差額等として別に区分を設け、その他有

価証券評価差額金の科目により表示しなければならない。 
 
  ＜注４２＞ 資本剰余金に含まれる民間出えん金の表示方法 
    資本剰余金として民間出えん金を計上する場合は、民間出えん金の科目により、他の資本剰余金

と区分して表示しなければならない。 
 

第５８ 貸借対照表の様式 
  貸借対照表の標準的な様式は、次のとおりとする。 
 

貸借対照表 
（平成○○年３月３１日） 

（略） 
   純資産の部 
   Ⅰ 資本金 
      政府出資金                ××× 
      地方公共団体出資金            ××× 
      （何）出資金               ×××  
       資本金合計                    ××× 
 
   Ⅱ 資本剰余金 
      資本剰余金                ××× 
      その他行政コスト累計額         －××× 
       減価償却相当累計額（－）       －××× 
       減損損失相当累計額（－）       －××× 
       利息費用相当累計額（－）       －××× 
       承継資産に係る費用相当累計額（－）  －××× 
       除売却差額相当累計額（－）      －××× 
      民間出えん金               ××× 
       資本剰余金合計                  ××× 
 
   Ⅲ 利益剰余金（又は繰越欠損金） 
      前中期目標期間繰越積立金         ××× 
      （何）積立金               ××× 
      積立金                  ××× 
      当期未処分利益              ××× 

目的積立金及び当期未処分利益に区分して表示する。なお、当期未処分利益の内訳として、当期総利益

を表示するものとする。 
４ 評価・換算差額等は、関係会社株式の持分額が取得原価よりも増加した場合の評価差額及びその他有

価証券の評価差額は、利益剰余金の次に評価・換算差額等として別に区分を設け、その他有価証券評価

差額金の科目に区分し、それぞれ関係会社株式評価差額金及びその他有価証券評価差額金としてより表

示しなければならない。これらのほか、評価・換算差額等として計上することが適当であると認められ

るものは、当該項目を示す名称を付した科目をもって掲記することができる。 
 
  ＜注４２＞ 資本剰余金に含まれる民間出えん金の表示方法 
    資本剰余金として民間出えん金を計上する場合は、民間出えん金の科目により、他の資本剰余金

と区分して表示しなければならない。 
 

第５８ 貸借対照表の様式 
  貸借対照表の標準的な様式は、次のとおりとする。 
 

貸借対照表 
（平成○○年３月３１日） 

（略） 
   純資産の部 
   Ⅰ 資本金 
      政府出資金                ××× 
      地方公共団体出資金            ××× 
      （何）出資金               ×××  
       資本金合計                    ××× 
 
   Ⅱ 資本剰余金 
      資本剰余金                ××× 
      その他行政コスト累計額         －××× 
       減価償却相当累計額（－）       －××× 
       減損損失相当累計額（－）       －××× 
       利息費用相当累計額（－）       －××× 
       承継資産に係る費用相当累計額（－）  －××× 
       除売却差額相当累計額（－）      －××× 
      民間出えん金               ××× 
       資本剰余金合計                  ××× 
 
   Ⅲ 利益剰余金（又は繰越欠損金） 
      前中期目標期間繰越積立金         ××× 



 

- 4 - 
 

章 節 現行 事務局案 

      （又は当期未処理損失） 
      （うち当期総利益（又は当期総損失）×××） 
      利益剰余金（又は繰越欠損金）合計          ××× 
 
   Ⅳ 評価・換算差額等 
      その他有価証券評価差額金        ××× 
      ・・・                 ××× 
      評価・換算差額等合計                ××× 
      純資産合計                      ××× 
       負債純資産合計                     ××× 
 

      （何）積立金               ××× 
      積立金                  ××× 
      当期未処分利益              ××× 
      （又は当期未処理損失） 
      （うち当期総利益（又は当期総損失）×××） 
      利益剰余金（又は繰越欠損金）合計          ××× 
 
   Ⅳ 評価・換算差額等 
      関係会社株式評価差額金         ××× 
      その他有価証券評価差額金        ××× 
      ・・・                 ××× 
      評価・換算差額等合計                ××× 
      純資産合計                      ××× 
       負債純資産合計                     ××× 
 

第８章 純資産変動計算書 
８  第６９ 純資産変動計算書の様式 

  純資産変動計算書の標準的な様式は、次のとおりとする。 
 

純資産変動計算書 
（平成○○年４月１日～平成○○年３月３１日） 

 

第６９ 純資産変動計算書の様式 
  純資産変動計算書の標準的な様式は、次のとおりとする。 
 

純資産変動計算書 
（平成○○年４月１日～平成○○年３月３１日） 

標準的な様式の変更を要する。 
 

第１１章 附属明細書及び注記 

１１  第７９ 附属明細書 

  独立行政法人は、貸借対照表、行政コスト計算書及び損益計算書等の内容を補足するため、次の事項

を明らかにした附属明細書を作成しなければならない。（注５３） 

 (1) 固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第８７ 特定の資産に係る費用相当額の会計処理」及

び「第９１ 資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による減価償却相当額も含む。）の明

細並びに減損損失累計額 

 (2) たな卸資産の明細 

 (3) 有価証券の明細 

 (4) 長期貸付金の明細 

 (5) 長期借入金及び（何）債券の明細 

 (6) 引当金の明細 

  (7) 資産除去債務の明細 

 (8) 法令に基づく引当金等の明細 

 (9) 保証債務の明細 

 (10) 資本剰余金の明細 

第７９ 附属明細書 

  独立行政法人は、貸借対照表、行政コスト計算書及び損益計算書等の内容を補足するため、次の事項

を明らかにした附属明細書を作成しなければならない。（注５３） 

 (1) 固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第８７ 特定の資産に係る費用相当額の会計処理」及

び「第９１ 資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による減価償却相当額も含む。）の明

細並びに減損損失累計額 

 (2) たな卸資産の明細 

 (3) 有価証券の明細 

 (4) 長期貸付金の明細 

 (5) 長期借入金及び（何）債券の明細 

 (6) 引当金の明細 

  (7) 資産除去債務の明細 

 (8) 法令に基づく引当金等の明細 

 (9) 保証債務の明細 

 (10) 資本剰余金の明細 
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 (11) 運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細 

 (12) 国等からの財源措置の明細 

 (13) 役員及び職員の給与の明細 

 (14) 開示すべきセグメント情報 

 (15) 科学研究費補助金の明細 

 (16) 上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細 

 

  ＜注５３＞ 附属明細書による開示について 

  １ 安定供給を確保する目的で保有する備蓄資産については、備蓄量、貸借対照表価額及び時価を明

らかにしなければならない。 

  ２ セグメント情報との関係、国民に対する情報開示等の観点から、独立行政法人が実施する業務の

目的ごとに固定資産をグルーピングして表示することが適切な場合は、業務の目的ごとに固定資産

の状況を明らかにしなければならない。 

  ３ 有価証券については、流動資産に計上した有価証券と投資有価証券を区分し、さらに売買目的有

価証券、満期保有目的の債券、関係会社株式及びその他有価証券に区分して記載するほか、その他

の関係会社有価証券を保有する場合は当該有価証券は区分して記載しなければならない。 

  ４ 長期貸付金については、関係法人長期貸付金とその他の貸付金に区分して記載しなければならな

い。 

  ５ 債務保証基金等、他の資産と区分して運用することが、当該資金を拠出(出資、出えんを含む。)

した者から要請されている特定の運用資産については、当該資産の運用状況を明らかにしなければ

ならない。 

  ６ 引当金の明細において、資産の控除項目として計上される引当金については、当該資産の総額と

の関係を明らかにしなければならない。 

 

 (11) 運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細 

 (12) 国等からの財源措置の明細 

 (13) 役員及び職員の給与の明細 

 (14) 開示すべきセグメント情報 

 (15) 科学研究費補助金の明細 

 (16) 特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等（「第１０６ 関連公益法人等の範囲」において定め

る関連公益法人等をいう。以下同じ。）の情報 

(17) 上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細 

 

  ＜注５３＞ 附属明細書による開示について 

  １ 安定供給を確保する目的で保有する備蓄資産については、備蓄量、貸借対照表価額及び時価を明

らかにしなければならない。 

  ２ セグメント情報との関係、国民に対する情報開示等の観点から、独立行政法人が実施する業務の

目的ごとに固定資産をグルーピングして表示することが適切な場合は、業務の目的ごとに固定資産

の状況を明らかにしなければならない。 

  ３ 有価証券については、流動資産に計上した有価証券と投資有価証券を区分し、さらに売買目的有

価証券、満期保有目的の債券、関係会社株式及びその他有価証券に区分して記載するほか、その他

の関係会社有価証券を保有する場合は当該有価証券は区分して記載しなければならない。 

  ４ 長期貸付金については、関係法人長期貸付金とその他の貸付金に区分して記載しなければならな

い。 

  ５ 債務保証基金等、他の資産と区分して運用することが、当該資金を拠出(出資、出えんを含む。)

した者から要請されている特定の運用資産については、当該資産の運用状況を明らかにしなければ

ならない。 

  ６ 引当金の明細において、資産の控除項目として計上される引当金については、当該資産の総額と

の関係を明らかにしなければならない。 

 
第１４章 特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の情報 

１４  （新設） 第１０５ 特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の情報開示 
  特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等については、次の事項を附属明細書において明らかにし

なければならない。(注８２) 
 (1) 特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の概要 
  ア 名称、業務の概要、独立行政法人との関係及び役員の氏名(独立行政法人(独立行政法人設立に際

し、権利義務を承継した特殊法人等を含む。以下同じ｡)の役職員経験者については、独立行政法人

での最終職名を含む｡) 
  イ 特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等と独立行政法人の取引の関連図 
 (2) 特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の財務状況 
  ア 特定関連会社及び関連会社の当該事業年度の、資産、負債、資本金及び剰余金の額、並びに営業

収入、経常損益、当期損益及び当期未処分利益又は当期未処理損失の額 
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  イ 関連公益法人等の当該事業年度の、貸借対照表に計上されている資産、負債及び正味財産の額、

正味財産増減計算書に計上されている当期正味財産増減額、正味財産期首残高及び正味財産期末残

高（一般正味財産増減の部、指定正味財産増減の部に区分したうえ、各々収益と費用に区分し、収

益には内訳で受取補助金等（国、独立行政法人、特殊法人及び地方公共団体の補助金等）とその他

の収益の金額を記載する。）並びに収支計算書に計上されている当期収入合計額、当期支出合計額

及び当期収支差額 
 (3) 特定関連会社及び関連会社株式並びに関連公益法人等の基本財産等の状況 
  ア 独立行政法人が保有する特定関連会社及び関連会社の株式について、所有株式数、取得価額及び

貸借対照表計上額(前事業年度末からの増加額及び減少額を含む｡) 
  イ 関連公益法人等の基本財産に対する出えん、拠出、寄附等の明細並びに関連公益法人の運営費、

事業費等に充てるため当該事業年度において負担した会費、負担金等の明細 
 (4) 特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等との取引の状況 
  ア 特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等に対する債権債務の明細 
  イ 独立行政法人が行っている関連会社及び関連公益法人等に対する債務保証の明細 
  ウ 特定関連会社及び関連会社の総売上高並びに関連公益法人等の事業収入の金額とこれらのうち

独立行政法人の発注等に係る金額及びその割合（内訳で、競争契約、企画競争・公募及び競争性の

ない随意契約の金額及び割合を記載する。ただし、内訳には、予定価格が国の基準（予算決算及び

会計令（昭和２２年勅第１６５号）第９９条に定める基準）を超えないものは含めない。） 
 
  ＜注８２＞ 関連公益法人等について 
    独立行政法人と関連公益法人等との間には資本関係が存在しないが、独立行政法人を通じて公的

な資金が供給されている場合も多いことから、公的な会計主体である独立行政法人は関連公益法人

等との関係を開示し説明する責任を有している。 
 
第１０６ 関連公益法人等の範囲 
１ 関連公益法人等とは、独立行政法人が出えん、人事、資金、技術、取引等の関係を通じて、財務及び

事業運営の方針決定に対して重要な影響を与えることができるか又は独立行政法人との取引を通じて

公的な資金が供給されており、独立行政法人の財務情報として、重要な関係を有する当該公益法人等を

いう。（注８３） 
２ 次の場合には、公益法人等の財務及び事業運営の方針決定に重要な影響を与えることができないこと

が明らかに示されない限り、当該公益法人等は関連公益法人等に該当するものとする。 
 (1) 理事等のうち、独立行政法人の役職員経験者の占める割合が三分の一以上である公益法人等 
 (2) 事業収入に占める独立行政法人との取引に係る額が三分の一以上である公益法人等 
 (3) 基本財産の五分の一以上を独立行政法人が出えんしている一般財団法人、公益財団法人 
 (4) 会費、寄附等の負担額の五分の一以上を独立行政法人が負担している公益法人等 
３ 関連公益法人等の特定関連会社又は関連会社である会社は関連公益法人等とみなすものとする。 
４ 独立行政法人が交付する助成金等の収入が事業収入の三分の一を占めることにより、上記２(2)に該当

することとなるが、上記２の(1)､(3)及び(4)に該当しない公益法人等であって、当該助成金等が、独立行
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政法人の審査に付された上で、継続的、恒常的でない形態で交付される場合は、関連公益法人等に該当

しないものとすることができる。 
 
  ＜注８３＞ 公益法人等の範囲について 
    公益法人等とは、一般社団法人、一般財団法人、公益社団法人、公益財団法人のほか、社会福祉

法人、特定非営利活動法人、技術研究組合等の法人も含まれる。 
 

第１５４章 連結財務諸表 

１５

４ 

１ 第１節 連結財務諸表の作成目的及び一般原則 
 
第１０５ 連結財務諸表の作成目的 

  連結財務諸表は、独立行政法人とその出資先の会社等（以下「関係法人」という。）を公的な資金が供

給されている一つの会計主体として捉え、独立行政法人が関係法人集団（独立行政法人及び関係法人の

集団をいう。以下同じ。）の財政状態及び運営状況を総合的に報告するために作成するものである。(注

８２) 

 

  ＜注８２＞ 連結財務諸表の作成目的及び性格について 

  １ 独立行政法人が行う出資等は、法人の設立目的を達成するために業務として行われるものであ

り、独立行政法人と関係法人の間に必ずしも支配従属関係が認められるわけではないが、独立行政

法人と関係法人を公的な資金が供給されている一つの会計主体とみなして、公的な主体としての説

明責任を果たす観点から、連結財務諸表の作成、開示を行うものである。 

  ２ このような観点から作成される連結財務諸表は、公的な資金がどのように使用されているかを示

すことを主たる目的としており、独立行政法人の評価は、個別財務諸表により行われる必要がある。 

  ３ 関係法人には、独立行政法人が出資を行っている民間企業のほか、法人と一定の関係を有する公

益法人等が含まれる。 

 

第１０６ 連結財務諸表一般原則 

１ 連結財務諸表は、関係法人集団の財政状態及び運営状況に関して真実な報告を提供するものでなけれ

ばならない。 

２ 連結財務諸表は、関係法人集団に属する独立行政法人及び関係法人が準拠すべき一般に公正妥当と認

められる会計基準に準拠して作成された個別財務諸表を基礎として作成されなければならない。 

３ 独立行政法人の会計は、連結財務諸表によって、国民その他の利害関係者に対し必要な会計情報を明

瞭に表示し、関係法人集団の状況に関する判断を誤らせないようにしなければならない。(注８３) 

４ 連結財務諸表作成のために採用した基準及び手続は、毎期継続して適用し、みだりにこれを変更して

はならない。 

 

  ＜注８３＞ 重要性の原則の適用について 

  １ 連結財務諸表を作成するに当たっては、国民その他の利害関係者の関係法人集団の状況に関する

第１節 連結財務諸表の作成目的及び一般原則 
 
第１０７５ 連結財務諸表の作成目的 

  連結財務諸表は、独立行政法人とその特定関連会社からなる集団を出資先の会社等（以下「関係法人

集団」という。）を独立行政法人の業務を一体となって行う公的な資金が供給されている一つの会計主

体として捉え、独立行政法人が関係法人集団（独立行政法人及び関係法人の集団をいう。以下同じ。）の

財政状態及び運営状況を総合的に報告するために作成するものである。(注８４２) 

 

  ＜注８４２＞ 連結財務諸表の作成目的及び性格について 

  １ 独立行政法人が行う出資等は、法人の設立目的を達成するために業務として行われるものであ

り、独立行政法人と関係法人の間に必ずしも支配従属関係が認められるわけではないが、独立行政

法人は、と関係法人を公的な資金が供給されている つの会計主体とみなして、独立行政法人の業

務を一体となって行う出資先を含めた公的な主体としての説明責任を果たす観点から、連結財務諸

表の作成、開示を行うものである。 

 

  ２ このような観点から作成される連結財務諸表は、公的な資金がどのように使用されているか

についてを業務一体性（「第１０９ 連結の範囲」第２項後段参照）に基づき総合的に報告する示す

ことを主たる目的としており、独立行政法人の評価は、個別財務諸表により行われているる必要が

ある。 

  ３ 関係法人には、独立行政法人が出資を行っている民間企業のほか、法人と 定の関係を有する公

益法人等が含まれる。 

 

第１０８６ 連結財務諸表一般原則 

１ 連結財務諸表は、関係法人集団の財政状態及び運営状況に関して真実な報告を提供するものでなけれ

ばならない。 

２ 連結財務諸表は、関係法人集団に属する独立行政法人及び特定関連会社関係法人が準拠すべき一般に

公正妥当と認められる会計基準に準拠して作成された個別財務諸表を基礎として作成されなければな

らない。 

３ 独立行政法人の会計は、連結財務諸表によって、国民その他の利害関係者に対し必要な会計情報を明

瞭に表示し、関係法人集団の状況に関する判断を誤らせないようにしなければならない。(注８５３) 
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判断を誤らせないようにするため、金額的側面及び質的側面の両面からの重要性を勘案して、適切

な会計処理及び表示を行わなければならない。 

  ２ なお、連結財務諸表は、関係法人集団の財政状態及び運営状況を国民その他の利害関係者に総合

的に報告するために作成するものであることから、その判断を誤らせない限り、連結の範囲、特定

関連会社の決算日が連結決算日と異なる場合の仮決算の手続、連結のための個別財務諸表の修正、

特定関連会社の資産及び負債の評価、未実現利益の消去、連結財務諸表の表示等に関して重要性の

乏しいものについては、本来の会計処理によらないで合理的な範囲で他の簡便な方法によることも

認められる。 

 

第１０７ 連結の範囲 

１ 独立行政法人は、原則としてすべての特定関連会社を連結の範囲に含めなければならない。(注８４) 

２ 特定関連会社とは、独立行政法人が政策目的のため法令等で定められた業務として出資する会社であ

って、次のいずれかに該当する場合には、当該会社は特定関連会社に該当するものとする。 

 (1) 会社の議決権の過半数を所有しているという事実が認められる場合 

 (2) 会社に対する議決権の所有割合が百分の五十以下であっても、高い比率の議決権を保有している場

合であって、次のような事実が認められる場合 

  ア 議決権を行使しない株主が存在することにより、株主総会において議決権の過半数を継続的に占

めることができると認められる場合 

  イ 役員、関連会社等の協力的な株主の存在により、株主総会において議決権の過半数を継続的に占

めることができると認められる場合 

  ウ 役員若しくは職員である者又はこれらであった者が、取締役会の構成員の過半数を継続的に占め

ている場合 

  エ 重要な財務及び営業の方針決定に関し独立行政法人の承認を要する契約等が存在する場合 

３ 独立行政法人及び特定関連会社が、他の会社に出資又は投資を行い、多大な影響力を与えていると認

められる場合における当該他の会社も、また、特定関連会社とみなすものとする。 

４ 独立行政法人が、会社の議決権の過半数を所有する場合であっても、当該議決権が、独立行政法人（独

立行政法人の設立等に際し、その権利義務を承継した特殊法人等を含む。）の出資によるものでなく、か

つ、特定の債務の償還財源に充てるため計画的に売却することが明らかである場合には、当該会社は連

結の範囲に含めないものとする。 

 

  ＜注８４＞ 連結の範囲からの除外について 

    特定関連会社であって、その資産、収益等を考慮して、連結の範囲から除いても関係法人集団の

財政状態、運営状況及び公的資金の使用状況等に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏

しいものは、連結の範囲に含めないことができる。 

 

第１０８ 連結決算日 

１ 連結財務諸表の作成に関する期間は一年とし、独立行政法人の会計期間に基づき、毎年三月三十一日

をもって連結決算日とする。 

４ 連結財務諸表作成のために採用した基準及び手続は、毎期継続して適用し、みだりにこれを変更して

はならない。 

 

  ＜注８５３＞ 重要性の原則の適用について 

  １ 連結財務諸表を作成するに当たっては、国民その他の利害関係者の関係法人集団の状況に関する

判断を誤らせないようにするため、金額的側面及び質的側面の両面からの重要性を勘案して、適切

な会計処理及び表示を行わなければならない。 

  ２ なお、連結財務諸表は、関係法人集団の財政状態及び運営状況を国民その他の利害関係者に総合

的に報告するために作成するものであることから、その判断を誤らせない限り、連結の範囲、特定

関連会社の決算日が連結決算日と異なる場合の仮決算の手続、連結のための個別財務諸表の修正、

特定関連会社の資産及び負債の評価、未実現利益の消去、連結財務諸表の表示等に関して重要性の

乏しいものについては、本来の会計処理によらないで合理的な範囲で他の簡便な方法によることも

認められる。 

 

第１０９７ 連結の範囲 

１ 独立行政法人は、原則としてすべての特定関連会社を連結の範囲に含めなければならない。(注８６

４) 

２ 特定関連会社とは、財務及び営業又は事業の方針を決定する機関（株主総会その他これに準ずる機関

をいう。以下「意思決定機関」という。）を独立行政法人に支配されており、かつ、独立行政法人との業

務委託契約、協定又はこれに類するものに基づき独立行政法人の個別法に規定されている業務を実施し

ている会社をいう。 

３ 独立行政法人が政策目的のため法令等で定められた業務として出資する会社であって、次のいずれか

に該当する場合には、意思決定機関を支配されているものとする。当該会社は特定関連会社に該当する

ものとする。 

 (1) 会社の議決権の過半数を所有しているという事実が認められる場合 

 (2) 会社に対する議決権の所有割合が百分の五十以下であっても、高い比率の議決権を保有している場

合であって、次のような事実が認められる場合 

  ア 議決権を行使しない株主が存在することにより、株主総会において議決権の過半数を継続的に占

めることができると認められる場合 

  イ 役員、関連会社等の協力的な株主の存在により、株主総会において議決権の過半数を継続的に占

めることができると認められる場合 

  ウ 役員若しくは職員である者又はこれらであった者が、取締役会の構成員の過半数を継続的に占め

ている場合 

  エ 重要な財務及び営業の方針決定に関し独立行政法人の承認を要する契約等が存在する場合 

４３ 独立行政法人及び意思決定機関を独立行政法人に支配されている会社又は意思決定機関を独立行

政法人に支配されている特定関連会社が、他の会社の意思決定機関を支配しており、かつ、独立行政法

人との間に業務一体性がに出資又は投資を行い、多大な影響力を与えていると認められる場合における

当該他の会社も、また、特定関連会社とみなすものとする。 
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２ 特定関連会社の決算日が連結決算日と異なる場合には、特定関連会社は、連結決算日に正規の決算に

準ずる合理的な手続により決算を行わなければならない。(注８５) 

 

  ＜注８５＞ 決算日に差異がある場合の取扱いについて 

    決算日の差異が三か月を超えない場合には、特定関連会社の正規の決算を基礎として、連結決算

を行うことができる。ただし、この場合には、決算日が異なることから生ずる独立行政法人及び連

結される特定関連会社間の取引に係る会計記録の重要な不一致について、必要な整理を行うものと

する。 

 

第１０９ 会計処理の原則及び手続 

１ 同一環境下で行われた同一の性質の取引等について、独立行政法人及び関係会社が採用する会計処理

の原則及び手続は、｢第１２章 独立行政法人固有の会計処理｣に定めるものを除き、原則として独立行

政法人の会計処理に統一しなければならない。 

（注８６） 

２ 会計処理の原則及び手続で独立行政法人及び関係会社との間で特に異なるものがあるときは、その概

要を注記しなければならない。 

 

  ＜注８６＞ 会計処理の統一について 

  １ 資産の評価方法及び固定資産の減価償却の方法についても、本来統一することが望ましいが、事

務処理に多大の時間と労力を要するため、統一が困難な場合には、統一をしないことができる。 

  ２ 関係会社に対する独立行政法人の出資が、当該関係会社が行う研究開発事業等に要する資金の供

給として他の民間会社と共同して実施される場合であって、当該関係会社が、当該他の民間会社の

持分法適用会社に該当するため、当該関係会社の会計処理が当該他の民間会社の会計処理に統一さ

れており、独立行政法人の会計処理に統一することが困難な場合等合理的理由がある場合には、関

係法人集団の財政状態及び運営状況に関する国民その他の利害関係者の判断を誤らせない限りに

おいて、会計処理の統一を行わないことができる。 

  ３ 上記の場合においては、会計処理の統一が困難な理由、統一されていない会計処理の概要を注記

しなければならない。 

 

第１１０ 連結財務諸表の体系 

  独立行政法人の連結財務諸表は、次のとおりとする。 

  (1) 連結貸借対照表 

  (2) 連結損益計算書 

  (3) 連結キャッシュ・フロー計算書 

  (4) 連結剰余金計算書 

  (5) 連結附属明細書 

 

第１１１ 区分経理が要請される独立行政法人の連結財務諸表 

５ 連結法人とは、独立行政法人及び連結される特定関連会社をいう。 

６４ 独立行政法人が、会社の議決権の過半数を所有する場合であっても、当該議決権が、独立行政法人

（独立行政法人の設立等に際し、その権利義務を承継した特殊法人等を含む。）の出資によるものでな

く、かつ、特定の債務の償還財源に充てるため計画的に売却することが明らかである場合には、当該会

社は連結の範囲に含めないものとする。 

 

  ＜注８６４＞ 連結の範囲からの除外について 

    特定関連会社であって、その資産、収益等を考慮して、連結の範囲から除いても関係法人集団の

財政状態、運営状況及び公的資金の使用状況等に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏

しいものは、連結の範囲に含めないことができる。 

 

第１１００８ 連結決算日 

１ 連結財務諸表の作成に関する期間は一年とし、独立行政法人の会計期間に基づき、毎年三月三十一日

をもって連結決算日とする。 

２ 特定関連会社の決算日が連結決算日と異なる場合には、特定関連会社は、連結決算日に正規の決算に

準ずる合理的な手続により決算を行わなければならない。(注８７５) 

 

  ＜注８７５＞ 決算日に差異がある場合の取扱いについて 

    決算日の差異が三か月を超えない場合には、特定関連会社の正規の決算を基礎として、連結決算

を行うことができる。ただし、この場合には、決算日が異なることから生ずる独立行政法人及び連

結される特定関連会社間の取引に係る会計記録の重要な不一致について、必要な整理を行うものと

する。 

 

第１１１０９ 会計処理の原則及び手続 

１ 同一環境下で行われた同一の性質の取引等について、独立行政法人及び関係会社が採用する会計処理

の原則及び手続は、｢第１２章 独立行政法人固有の会計処理｣に定めるものを除き、原則として独立行

政法人の会計処理に統一しなければならない。 

（注８８６） 

２ 会計処理の原則及び手続で独立行政法人及び関係会社との間で特に異なるものがあるときは、その概

要を注記しなければならない。 

 

  ＜注８８６＞ 会計処理の統一について 

  １ 資産の評価方法及び固定資産の減価償却の方法についても、本来統一することが望ましいが、事

務処理に多大の時間と労力を要するため、統一が困難な場合には、統一をしないことができる。 

  ２ 関係会社に対する独立行政法人の出資が、当該関係会社が行う研究開発事業等に要する資金の供

給として他の民間会社と共同して実施される場合であって、当該関係会社が、当該他の民間会社の

持分法適用会社に該当するため、当該関係会社の会計処理が当該他の民間会社の会計処理に統一さ

れており、独立行政法人の会計処理に統一することが困難な場合等合理的理由がある場合には、関
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１ 法律の規定により、区分して経理することが要請されている独立行政法人にあっては、勘定別に連結

財務諸表を作成し、勘定別の連結財務諸表を合算して法人単位の連結財務諸表を作成するものとする。 

２ 法人単位の連結財務諸表の作成については、｢第１０２ 法人単位財務諸表作成の基準｣に準ずるほか、

次によるものとする。 

 (1) 特定関連会社に対する出資を行っている勘定以外の勘定と当該特定関連会社相互間（以下この項に

おいて「連結勘定相互間」という。）の債権と債務は相殺消去の処理を行う。 

 (2) 連結勘定相互間の損益取引に係る、費用と収益は相殺消去の処理を行う。 

 (3) 連結勘定相互間の取引によって取得したたな卸資産、固定資産その他の資産に含まれる未実現損益

は、譲渡した勘定の帳簿価額のうち回収不能と認められる部分を除き、その全額を消去する。 

 

係法人集団の財政状態及び運営状況に関する国民その他の利害関係者の判断を誤らせない限りに

おいて、会計処理の統一を行わないことができる。 

  ３ 上記の場合においては、会計処理の統一が困難な理由、統一されていない会計処理の概要を注記

しなければならない。 

 

第１１２０ 連結財務諸表の体系 

  独立行政法人の連結財務諸表は、次のとおりとする。 

  (1) 連結貸借対照表 

  (2) 連結損益計算書 

  (3) 連結キャッシュ・フロー計算書 

  (4) 連結純資産変動剰余金計算書 

  (5) 連結附属明細書 

 

第１１３１ 区分経理が要請される独立行政法人の連結財務諸表 

１ 法律の規定により、区分して経理することが要請されている独立行政法人にあっては、勘定別に連結

財務諸表を作成し、勘定別の連結財務諸表を合算して法人単位の連結財務諸表を作成するものとする。 

２ 法人単位の連結財務諸表の作成については、｢第１０２ 法人単位財務諸表作成の基準｣に準ずるほか、

次によるものとする。 

 (1) 特定関連会社に対する出資を行っている勘定以外の勘定と当該特定関連会社相互間（以下この項に

おいて「連結勘定相互間」という。）の債権と債務は相殺消去の処理を行う。 

 (2) 連結勘定相互間の損益取引に係る、費用と収益は相殺消去の処理を行う。 

 (3) 連結勘定相互間の取引によって取得したたな卸資産、固定資産その他の資産に含まれる未実現損益

は、譲渡した勘定の帳簿価額のうち回収不能と認められる部分を除き、その全額を消去する。 

１５

４ 

２ 第２節 連結貸借対照表の作成基準 
 
第１１２ 連結貸借対照表作成の基本原則  
  連結貸借対照表は、独立行政法人及び特定関連会社の個別貸借対照表における資産、負債及び純資産

の金額を基礎とし、特定関連会社の資産及び負債の評価並びに連結される特定関連会社（以下「連結法

人」という。）に対する出資とこれに対応する当該連結法人の資本との相殺消去その他必要とされる独

立行政法人及び連結法人相互間の項目を消去して作成する。 
 
第１１３ 特定関連会社の資産及び負債の評価 
１ 連結貸借対照表の作成に当たっては、特定関連会社に該当することとなった日において、特定関連会

社の資産及び負債のすべてを、特定関連会社に該当することとなった日の時価により評価しなければな

らない。(注８７) 
２ 特定関連会社の資産及び負債の時価による評価額と当該資産及び負債の個別貸借対照表上の金額と

の差額は、特定関連会社の純資産とする。 
 

第２節 連結貸借対照表の作成基準 
 
第１１４２ 連結貸借対照表作成の基本原則  
  連結貸借対照表は、独立行政法人及び特定関連会社の個別貸借対照表における資産、負債及び純資産

の金額を基礎とし、特定関連会社の資産及び負債の評価、並びに連結される特定関連会社（以下「連結

法人」という。）に対する出資とこれに対応する当該連結法人の資本との相殺消去その他必要とされる

独立行政法人及び連結法人相互間の投資と資本及び債権と債務の相殺消去等の処理を行って項目を消

去して作成する。 
 
第１１５３ 特定関連会社の資産及び負債の評価 
１ 連結貸借対照表の作成に当たっては、特定関連会社に該当することとなった日において、特定関連会

社の資産及び負債のすべてを、特定関連会社に該当することとなった日の時価により評価しなければな

らない。(注８９７) 
２ 特定関連会社の資産及び負債の時価による評価額と当該資産及び負債の個別貸借対照表上の金額と

の差額は、特定関連会社の純資産とする。 
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  ＜注８７＞ 特定関連会社に該当することとなった日が、特定関連会社の決算日以外の日である場合

の取扱いについて 
    特定関連会社に該当することとなった日が特定関連会社の決算日以外の日であるときは、当該日

の前後いずれか近い決算日において特定関連会社に該当することとなったものとみなして処理す

ることができる。 
 
第１１４ 出資と資本の相殺消去 
１ 独立行政法人の特定関連会社に対する出資とこれに対応する特定関連会社の資本は、相殺消去しなけ

ればならない。 
２ 独立行政法人の特定関連会社に対する出資とこれに対応する特定関連会社の資本との相殺消去に当

たり、差額が生ずる場合には、当該差額は発生した事業年度の損益として処理しなければならない。 
３ 特定関連会社相互間の投資とこれに対応する資本とは、独立行政法人の特定関連会社に対する出資と

これに対応する特定関連会社の資本との相殺消去に準じて相殺消去しなければならない。 
 
第１１５ 少数株主持分  
１ 特定関連会社の純資産のうち独立行政法人に帰属しない部分は、少数株主持分とする。 
２ 特定関連会社の欠損のうち、当該特定関連会社に係る少数株主持分に割り当てられる額が、当該少数

株主の負担すべき額を超える場合には、当該超過額については、当該特定関連会社との関係を勘案して

処理するものとする。(注８８) 
 
  ＜注８８＞ 特定関連会社の欠損が当該特定関連会社に係る少数株主持分に割り当てられるべき額を

超える場合の処理について 
  １ 例えば、特定関連会社に対する独立行政法人の出資が、当該特定関連会社が行う研究開発事業等

に要する資金の供給として他の民間会社と共同して実施される場合等であって、特定関連会社の欠

損金について独立行政法人と当該他の民間会社がその出資割合に応じて負担することが合理的な

場合には、次のように処理することが考えられる。 
   (1) 独立行政法人が当該特定関連会社の債務保証を行っている等、契約等による義務を負っている

場合には、特定関連会社の欠損のうち、当該特定関連会社に係る少数株主の負担すべき額を超え

る額（以下「少数株主持分超過欠損額」という。）のうち、独立行政法人が負担すべき義務の金額

の範囲内で独立行政法人の持分に負担させる。 
   (2) 独立行政法人が契約等による義務を負っていない場合の少数株主持分超過欠損額及び少数株主

持分超過欠損額が契約等により独立行政法人が負担すべき義務の金額を超える場合の当該超過

欠損額は、少数株主持分に割り当てるものとする。 
  ２ 上記１(1)の場合において、その後特定関連会社に利益が計上されたときは、独立行政法人が負担

した欠損が回収されるまで、その利益の金額を独立行政法人の持分に加算するものとする。 
 
第１１６ 債権と債務の相殺消去 
１ 連結法人相互間の債権と債務とは、相殺消去しなければならない。 

 
  ＜注８９７＞ 特定関連会社に該当することとなった日が、特定関連会社の決算日以外の日である場

合の取扱いについて 
    特定関連会社に該当することとなった日が特定関連会社の決算日以外の日であるときは、当該日

の前後いずれか近い決算日において特定関連会社に該当することとなったものとみなして処理す

ることができる。 
 
第１１６４ 出資と資本の相殺消去 
１ 独立行政法人の特定関連会社に対する出資とこれに対応する特定関連会社の資本は、相殺消去しなけ

ればならない。 
２ 独立行政法人の特定関連会社に対する出資とこれに対応する特定関連会社の資本との相殺消去に当

たり、差額が生ずる場合には、当該差額は発生した事業年度の損益として処理しなければならない。 
３ 特定関連会社相互間の投資とこれに対応する資本とは、独立行政法人の特定関連会社に対する出資と

これに対応する特定関連会社の資本との相殺消去に準じて相殺消去しなければならない。 
 
第１１７５ 非支配少数株主持分  
１ 特定関連会社の純資産のうち独立行政法人に帰属しない部分は、非支配少数株主持分とする。 
２ 特定関連会社の欠損のうち、当該特定関連会社に係る非支配少数株主持分に割り当てられる額が、当

該非支配少数株主の負担すべき額を超える場合には、当該超過額については、当該特定関連会社との関

係を勘案して処理するものとする。(注９０８８) 
 
  ＜注９０８８＞ 特定関連会社の欠損が当該特定関連会社に係る非支配少数株主持分に割り当てられ

るべき額を超える場合の処理について 
  １ 例えば、特定関連会社に対する独立行政法人の出資が、当該特定関連会社が行う研究開発事業等

に要する資金の供給として他の民間会社と共同して実施される場合等であって、特定関連会社の欠

損金について独立行政法人と当該他の民間会社がその出資割合に応じて負担することが合理的な

場合には、次のように処理することが考えられる。 
   (1) 独立行政法人が当該特定関連会社の債務保証を行っている等、契約等による義務を負っている

場合には、特定関連会社の欠損のうち、当該特定関連会社に係る非支配少数株主の負担すべき額

を超える額（以下「非支配少数株主持分超過欠損額」という。）のうち、独立行政法人が負担すべ

き義務の金額の範囲内で独立行政法人の持分に負担させる。 
   (2) 独立行政法人が契約等による義務を負っていない場合の非支配少数株主持分超過欠損額及び非

支配少数株主持分超過欠損額が契約等により独立行政法人が負担すべき義務の金額を超える場

合の当該超過欠損額は、非支配少数株主持分に割り当てるものとする。 
  ２ 上記１(1)の場合において、その後特定関連会社に利益が計上されたときは、独立行政法人が負担

した欠損が回収されるまで、その利益の金額を独立行政法人の持分に加算するものとする。 
 
第１１８６ 債権と債務の相殺消去 
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２ 連結法人相互間での債務保証に関し計上されている保証債務損失引当金は、その全額を消去しなけれ

ばならない。また、民間企業等に対して信用の供与を行うことを主たる業務としている独立行政法人に

おいては、特定関連会社に対する債務保証に関し計上されている保証債務と保証債務見返とは相殺消去

しなければならない。 
 
第１１７ 法人税等の期間配分に係る会計処理 
１ 連結法人の法人税等については、一時差異等に係る税金の額を期間配分しなければならない。 
２ 一時差異等に係る税金の額は、「第３５ 法人税等の期間配分に係る会計処理」に準じ、繰延税金資産

又は繰延税金負債として計上しなければならない。 
 
第１１８ 関連会社等に対する持分法の適用 
１ 連結の範囲に含めない特定関連会社及び関連会社に対する出資については、原則として持分法を適用

しなければならない。(注８９) 
２ 関連会社とは、独立行政法人及び特定関連会社が、出資、人事、資金、技術、取引等の関係を通じて、

特定関連会社以外の会社の財務及び営業の方針決定に対して重要な影響を与えることができる場合に

おける当該会社をいう。 
３ 次の場合には、特定関連会社以外の会社の財務及び事業運営の方針決定に重要な影響を与えることが

できないことが明らかに示されない限り、当該会社は関連会社に該当するものとする。 
 (1) 特定関連会社以外の会社の議決権の百分の二十以上を実質的に所有している場合 
 (2) 会社に対する議決権の所有割合が百分の二十未満であっても、一定の議決権を有しており、かつ、

次のような事実が認められる場合 
  ア 独立行政法人の役員若しくは職員である者又はこれらであった者（独立行政法人の設立に際し、

権利義務を承継した特殊法人等の役員若しくは職員であった者を含む。）であって、財務及び営業

又は事業の方針決定に関して影響を与えることができる者が、代表取締役又はこれに準ずる役職に

就任している場合 
  イ 独立行政法人が、重要な融資（債務保証又は担保の提供を含む。）を行っている場合 
  ウ 独立行政法人が、重要な技術を提供している場合 
  エ 独立行政法人との間に、重要な販売、仕入その他の営業上又は事業上の取引がある場合 
  オ 独立行政法人が、財務及び営業又は事業の方針決定に対して重要な影響を与えることができるこ

とが推測される事実が存在する場合 
４ 関連会社株式の売却等により当該会社が関連会社に該当しなくなった場合には、残存する当該会社の

株式は、個別貸借対照表上の帳簿価額をもって評価する。 
  なお、特定関連会社株式の売却等により当該会社が特定関連会社及び関連会社に該当しなくなった場

合には、上記に準じて処理する。 
 
  ＜注８９＞ 持分法適用の範囲からの除外について 
    持分法の適用により、連結財務諸表に重要な影響を与えない場合には、持分法の適用会社としな

いことができる。 

１ 連結法人相互間の債権と債務とは、相殺消去しなければならない。 
２ 連結法人相互間での債務保証に関し計上されている保証債務損失引当金は、その全額を消去しなけれ

ばならない。また、民間企業等に対して信用の供与を行うことを主たる業務としている独立行政法人に

おいては、特定関連会社に対する債務保証に関し計上されている保証債務と保証債務見返とは相殺消去

しなければならない。 
 
第１１９７ 法人税等の期間配分に係る会計処理 
１ 連結法人の法人税等については、一時差異等に係る税金の額を期間配分しなければならない。 
２ 一時差異等に係る税金の額は、「第３５ 法人税等の期間配分に係る会計処理」に準じ、繰延税金資産

又は繰延税金負債として計上しなければならない。 
 
第１２０１８ 関連会社等に対する持分法の適用 
１ 連結の範囲に含めない特定関連会社及び関連会社に対する出資については、原則として持分法を適用

しなければならない。(注９１８９) 
２ 関連会社とは、独立行政法人及び特定関連会社が、出資、人事、資金、技術、取引等の関係を通じて、

特定関連会社以外の会社の財務及び営業の方針決定に対して重要な影響を与えることができる場合に

おける当該会社をいう。 
３ 次の場合には、特定関連会社以外の会社の財務及び事業運営の方針決定に重要な影響を与えることが

できないことが明らかに示されない限り、当該会社は関連会社に該当するものとする。 
 (1) 特定関連会社以外の会社の議決権の百分の二十以上を実質的に所有している場合 
 (2) 会社に対する議決権の所有割合が百分の二十未満であっても、一定の議決権を有しており、かつ、

次のような事実が認められる場合 
  ア 独立行政法人の役員若しくは職員である者又はこれらであった者（独立行政法人の設立に際し、

権利義務を承継した特殊法人等の役員若しくは職員であった者を含む。）であって、財務及び営業

又は事業の方針決定に関して影響を与えることができる者が、代表取締役又はこれに準ずる役職に

就任している場合 
  イ 独立行政法人が、重要な融資（債務保証又は担保の提供を含む。）を行っている場合 
  ウ 独立行政法人が、重要な技術を提供している場合 
  エ 独立行政法人との間に、重要な販売、仕入その他の営業上又は事業上の取引がある場合 
  オ 独立行政法人が、財務及び営業又は事業の方針決定に対して重要な影響を与えることができるこ

とが推測される事実が存在する場合 
４ 関連会社株式の売却等により当該会社が関連会社に該当しなくなった場合には、残存する当該会社の

株式は、個別貸借対照表上の帳簿価額をもって評価する。 
  なお、特定関連会社株式の売却等により当該会社が特定関連会社及び関連会社に該当しなくなった場

合には、上記に準じて処理する。 
 
  ＜注９１８９＞ 持分法適用の範囲からの除外について 
    持分法の適用により、連結財務諸表に重要な影響を与えない場合には、持分法の適用会社としな



 

- 13 - 
 

章 節 現行 事務局案 

 
第１１９ 表示区分 
１ 連結貸借対照表は、資産の部、負債の部及び純資産の部に区分するものとする。 
  資産の部は、流動資産、固定資産及び繰延資産に区分し、固定資産は、有形固定資産、無形固定資産

及び投資その他の資産に区分して記載するものとする。 
  負債の部は、流動負債及び固定負債に区分して記載するものとする。 
  純資産の部は、資本金、資本剰余金、連結剰余金、少数株主持分に区分して記載するものとする。 
２ 流動資産、有形固定資産、無形固定資産、投資その他の資産、繰延資産、流動負債及び固定負債は一

定の基準に従い、その性質を示す適切な名称を付した科目に明瞭に分類して記載するものとする。(注９

０) 
 
  ＜注９０＞ 繰延資産について 
  １ ｢第８ 資産の定義｣により、独立行政法人においては、繰延資産を計上してはならないことにさ

れており、連結貸借対照表に計上される繰延資産は、特定関連会社の貸借対照表に計上されている

繰延資産に限られる。 
  ２ 特定関連会社の貸借対照表に社債発行差金が繰延資産として計上されているときは、当該社債発

行差金は、投資その他の資産として連結貸借対照表に計上するものとする。 
 

いことができる。 
 
第１２１１９ 表示区分 
１ 連結貸借対照表は、資産の部、負債の部及び純資産の部に区分するものとする。 
  資産の部は、流動資産、固定資産及び繰延資産に区分し、固定資産は、有形固定資産、無形固定資産

及び投資その他の資産に区分して記載するものとする。 
  負債の部は、流動負債及び固定負債に区分して記載するものとする。 
  純資産の部は、資本金、資本剰余金、連結剰余金、非支配少数株主持分に区分して記載するものとす

る。 
２ 流動資産、有形固定資産、無形固定資産、投資その他の資産、繰延資産、流動負債及び固定負債は一

定の基準に従い、その性質を示す適切な名称を付した科目に明瞭に分類して記載するものとする。(注９

０) 
 
  ＜注９０＞ 繰延資産について 

  １ ｢第８ 資産の定義｣により、独立行政法人においては、繰延資産を計上してはならないことに

されており、連結貸借対照表に計上される繰延資産は、特定関連会社の貸借対照表に計上されている

繰延資産に限られる。 
  ２ 特定関連会社の貸借対照表に社債発行差金が繰延資産として計上されているときは、当該社債発

行差金は、投資その他の資産として連結貸借対照表に計上するものとする。 
 

１５

４ 

３ 第３節 連結損益計算書の作成基準 
 
第１２０ 連結損益計算書作成の基本原則 
  連結損益計算書は、独立行政法人及び特定関連会社の個別損益計算書における費用、収益等の金額を

基礎とし、連結法人相互間の取引高の相殺消去及び未実現損益の消去等の処理を行って作成する。  
 
第１２１ 連結法人相互間の取引高の相殺消去 
  連結法人相互間における役務の提供その他の取引に係る項目は、相殺消去しなければならない。 
 
第１２２ 未実現損益の消去 
１ 連結法人相互間の取引によって取得したたな卸資産、固定資産その他の資産に含まれる未実現利益

は、その全額を消去しなければならない。 
２ 未実現損益の金額に重要性が乏しい場合には、これを消去しないことができる。 
３ 売手側の特定関連会社に少数株主が存在する場合には、未実現損益は独立行政法人と少数株主の持分

比率に応じて、独立行政法人の持分と少数株主持分に配分するものとする。 
 
第１２３ 表示区分 
１ 連結損益計算書は、経常損益計算及び純損益計算の区分を設けなければならない。 

第３節 連結損益計算書の作成基準 
 
第１２２０ 連結損益計算書作成の基本原則 
  連結損益計算書は、独立行政法人及び特定関連会社の個別損益計算書における費用、収益等の金額を

基礎とし、連結法人相互間の取引高の相殺消去及び未実現損益の消去等の処理を行って作成する。  
 
第１２３１ 連結法人相互間の取引高の相殺消去 
  連結法人相互間における役務の提供その他の取引に係る項目は、相殺消去しなければならない。 
 
第１２４２ 未実現損益の消去 
１ 連結法人相互間の取引によって取得したたな卸資産、固定資産その他の資産に含まれる未実現利益

は、その全額を消去しなければならない。 
２ 未実現損益の金額に重要性が乏しい場合には、これを消去しないことができる。 
３ 売手側の特定関連会社に非支配少数株主が存在する場合には、未実現損益は独立行政法人と非支配の

少数株主の持分比率に応じて、独立行政法人の持分と非支配少数株主持分に配分するものとする。 
 
第１２５３ 表示区分 
１ 連結損益計算書は、経常損益計算及び純損益計算の区分を設けなければならない。 
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  経常損益計算の区分は、連結法人の業務活動から生じた費用及び収益等を記載して経常損益を表示す

るものとする。 
  純損益計算の区分は、経常損益計算の結果を受けて、臨時利益及び臨時損失を記載して税金等調整前

当期純利益を表示し、これに法人税、住民税及び事業税、法人税等調整額を加減して、少数株主損益調

整前当期純利益を表示する。これに、少数株主持分損益を加減して当期純損益を表示するものとする。 
  純損益計算の結果を受けて、目的積立金取崩額等を表示し、当期総利益を表示するものとする。 
２ 業務活動から生じた費用及び収益、臨時利益及び臨時損失は、一定の基準に従い、その性質を示す適

切な名称を付した科目に明瞭に分類して記載しなければならない。 
 

  経常損益計算の区分は、連結法人の業務活動から生じた費用及び収益等を記載して経常損益を表示す

るものとする。 
  純損益計算の区分は、経常損益計算の結果を受けて、臨時利益及び臨時損失を記載して税金等調整前

当期純利益を表示し、これに法人税、住民税及び事業税、法人税等調整額を加減して、非支配少数株主

損益調整前当期純利益を表示する。これに、非支配少数株主持分損益を加減して当期純損益を表示する

ものとする。 
  純損益計算の結果を受けて、目的積立金取崩額等を表示し、当期総利益を表示するものとする。 
２ 業務活動から生じた費用及び収益、臨時利益及び臨時損失は、一定の基準に従い、その性質を示す適

切な名称を付した科目に明瞭に分類して記載しなければならない。 
 

１５

４ 

４ 第４節 連結キャッシュ・フロー計算書の作成基準 
 
第１２４ 連結キャッシュ・フロー計算書作成の基本原則 
  連結キャッシュ・フロー計算書は、独立行政法人及び特定関連会社の個別キャッシュ・フロー計算書

を基礎として、連結法人相互間のキャッシュ・フローの相殺消去の処理を行って作成する。 
 
第１２５ 表示区分及び表示方法 
１ 連結キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲、表示区分及び表示方法については、「第２４ キャッシ

ュ・フロー計算書の資金」及び「第９章 キャッシュ・フロー計算書」に準じるものとする。 
２ なお、連結範囲の変動を伴う特定関連会社株式の取得又は売却に係るキャッシュ・フローは、「投資活

動によるキャッシュ・フロー」の区分に独立の項目として記載する。この場合、新たに特定関連会社と

なった会社の資金の額は、株式の取得による支出額から控除し、特定関連会社でなくなった会社の資金

の額は株式の売却による収入額から控除して記載するものとする。 
 

第４節 連結キャッシュ・フロー計算書の作成基準 
 
第１２６４ 連結キャッシュ・フロー計算書作成の基本原則 
  連結キャッシュ・フロー計算書は、独立行政法人及び特定関連会社の個別キャッシュ・フロー計算書

を基礎として、連結法人相互間のキャッシュ・フローの相殺消去の処理を行って作成する。 
 
第１２７５ 表示区分及び表示方法 
１ 連結キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲、表示区分及び表示方法については、「第２４ キャッシ

ュ・フロー計算書の資金」及び「第９章 キャッシュ・フロー計算書」に準じるものとする。 
２ なお、連結範囲の変動を伴う特定関連会社株式の取得又は売却に係るキャッシュ・フローは、「投資活

動によるキャッシュ・フロー」の区分に独立の項目として記載する。この場合、新たに特定関連会社と

なった会社の資金の額は、株式の取得による支出額から控除し、特定関連会社でなくなった会社の資金

の額は株式の売却による収入額から控除して記載するものとする。 
 

１５

４ 

５ 第５節 連結剰余金計算書の作成基準 
 
第１２６ 連結剰余金計算書作成の基本原則  
１ 連結貸借対照表に示される連結剰余金については、その増減を示す連結剰余金計算書を作成する。 
２ 連結剰余金の増減は、独立行政法人及び特定関連会社の損益計算書及び利益処分に係る金額を基礎と

し、連結法人相互間の配当に係る取引を消去して計算する。  
３ 独立行政法人及び特定関連会社の利益処分については、連結会計期間において確定した利益処分を基

礎として連結決算を行う方法による。 
 
第１２７ 表示方法 
１ 連結剰余金計算書は、連結剰余金期首残高、連結剰余金増加高、連結剰余金減少高及び当期総利益を

示して、連結剰余金期末残高を表示しなければならない。 
２ 連結剰余金減少高は、国庫納付及び役員賞与に区分して記載するものとする。 
 

第５節 連結純資産変動剰余金計算書の作成基準 
 
第１２８６ 連結純資産変動剰余金計算書作成の基本原則  
連結純資産変動計算書は、独立行政法人及び特定関連会社の個別純資産変動計算書を基礎として、連結

法人相互間の純資産の変動の相殺消去の処理を行って作成する。１ 連結貸借対照表に示される連結剰余

金については、その増減を示す連結剰余金計算書を作成する。 
２ 連結剰余金の増減は、独立行政法人及び特定関連会社の損益計算書及び利益処分に係る金額を基礎

とし、連結法人相互間の配当に係る取引を消去して計算する。  
３ 独立行政法人及び特定関連会社の利益処分については、連結会計期間において確定した利益処分を

基礎として連結決算を行う方法による。 
 
第１２９７ 表示区分、分類及び表示方法 
１ 連結純資産変動剰余金計算書には、連結貸借対照表の純資産の部の分類及び表示項目に係る連結剰余

金当期首残高、連結剰余金増加高当期変動額、連結剰余金減少高及び当期総利益を示して、連結剰余金
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期末残高を表示しなければならない。 
２ 当期変動額は、資本金の当期変動額、資本剰余金の当期変動額、連結剰余金の当期変動額及び評価・

換算差額等の当期変動額に分類しなければならない。連結剰余金減少高は、国庫納付及び役員賞与に区

分して記載するものとする。 
 

１４ ６ 第６節 関連公益法人等の取扱い 
 
第１２８ 関連公益法人等の情報開示 
  関連公益法人等については、独立行政法人との出えん、人事、資金、技術、取引等の関係を「第７節 
連結財務諸表の附属明細書、連結セグメント情報及び注記」に定めるところにより開示するものとする。

(注９１) 
 
  ＜注９１＞ 関連公益法人等について 
    独立行政法人と関連公益法人等との間には資本関係が存在しないが、独立行政法人を通じて公的

な資金が供給されている場合も多いことから、公的な会計主体である独立行政法人は関連公益法人

等との関係を開示し説明する責任を有している。 
 
第１２９ 関連公益法人等の範囲 
１ 関連公益法人等とは、独立行政法人が出えん、人事、資金、技術、取引等の関係を通じて、財務及び

事業運営の方針決定に対して重要な影響を与えることができるか又は独立行政法人との取引を通じて

公的な資金が供給されており、独立行政法人の財務情報として、重要な関係を有する当該公益法人等を

いう。（注９２） 
２ 次の場合には、公益法人等の財務及び事業運営の方針決定に重要な影響を与えることができないこと

が明らかに示されない限り、当該公益法人等は関連公益法人等に該当するものとする。 
 (1) 理事等のうち、独立行政法人の役職員経験者の占める割合が三分の一以上である公益法人等 
 (2) 事業収入に占める独立行政法人との取引に係る額が三分の一以上である公益法人等 
 (3) 基本財産の五分の一以上を独立行政法人が出えんしている一般財団法人、公益財団法人 
 (4) 会費、寄附等の負担額の五分の一以上を独立行政法人が負担している公益法人等 
３ 関連公益法人等の特定関連会社又は関連会社である会社は関連公益法人等とみなすものとする。 
４ 独立行政法人が交付する助成金等の収入が事業収入の三分の一を占めることにより、上記２(2)に該当

することとなるが、上記２の(1)､(3)及び(4)に該当しない公益法人等であって、当該助成金等が、独立行

政法人の審査に付された上で、継続的、恒常的でない形態で交付される場合は、関連公益法人等に該当

しないものとすることができる。 
 
  ＜注９２＞ 公益法人等の範囲について 
    公益法人等とは、一般社団法人、一般財団法人、公益社団法人、公益財団法人のほか、社会福祉

法人、特定非営利活動法人、技術研究組合等の法人も含まれる。 
 

（削除）第６節 関連公益法人等の取扱い 
 
第１２８ 関連公益法人等の情報開示 
  関連公益法人等については、独立行政法人との出えん、人事、資金、技術、取引等の関係を「第７節 
連結財務諸表の附属明細書、連結セグメント情報及び注記」に定めるところにより開示するものとする。

(注９１) 
 
  ＜注９１＞ 関連公益法人等について 
    独立行政法人と関連公益法人等との間には資本関係が存在しないが、独立行政法人を通じて公的

な資金が供給されている場合も多いことから、公的な会計主体である独立行政法人は関連公益法人

等との関係を開示し説明する責任を有している  
 
第１２９ 関連  
１ 関連公益法人等とは、独立行政法人が出えん、人事、資金、技術、取引等の関係を通じて、財務及び

事業運営の方針決定に対して重要な影響を与えることができるか又は独立行政法人との取引を通じて

公的な資金が供給されており、独立行政法人の財務情報として、重要な関係を有する当該公益法人等を

いう。（注９２） 
２ 次の場合には、公益法人等の財務及び事業運営の方針決定に重要な影響を与えることができないこと

が明らかに示されない限り、当該公益法人等は関連公益法人等に該当するものとする。 
 (1) 理事等のうち、独立行政法人の役職員経験者の占める割合が三分の一以上である公益法人等 
 (2) 事業収入に占める独立行政法人との取引に係る額が三分の一以上である公益法人等 
 (3) 基本財産の五分の一以上を独立行政法人が出えんしている一般財団法人、公益財団法人 
 (4) 会費、寄附等の負担額の五分の一以上を独立行政法人が負担している公益法人等 
３ 関連公益法人等の特定関連会社又は関連会社である会社は関連公益法人等とみなすものとする。 
４ 独立行政法人が交付する助成金等の収入が事業収入の三分の一を占めることにより、上記２(2)に該当

することとなるが、上記２の(1)､(3)及び(4)に該当しない公益法人等であって、当該助成金等が、独立行

政法人の審査に付された上で、継続的、恒常的でない形態で交付される場合は、関連公益法人等に該当

しないものとすることができる。 
 
  ＜注９２＞ 公益法人等の範囲について 
    公益法人等とは、一般社団法人、一般財団法人、公益社団法人、公益財団法人のほか、社会福祉

法人、特定非営利活動法人、技術研究組合等の法人も含まれる。 
 

第１４章（ｐ５からｐ７）に移設 
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１５

４ 

６７ 第７節 連結財務諸表の附属明細書、連結セグメント情報及び注記 

第１３０ 連結財務諸表の附属明細書 
  独立行政法人は、連結貸借対照表及び連結損益計算書等の内容を補足するため、附属明細書を作成し

なければならない。なお、附属明細書は、「第７９ 附属明細書」に準じるほか、次の事項を明らかにし

なければならない。 
 (1) 特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の概要 
  ア 名称、業務の概要、独立行政法人との関係及び役員の氏名(独立行政法人(独立行政法人設立に際

し、権利義務を承継した特殊法人等を含む。以下同じ｡)の役職員経験者については、独立行政法人

での最終職名を含む｡) 
  イ 特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等と独立行政法人の取引の関連図 
 (2) 特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の財務状況 
  ア 特定関連会社及び関連会社の当該事業年度の、資産、負債、資本金及び剰余金の額、並びに営業

収入、経常損益、当期損益及び当期未処分利益又は当期未処理損失の額 
  イ 関連公益法人等の当該事業年度の、貸借対照表に計上されている資産、負債及び正味財産の額、

正味財産増減計算書に計上されている当期正味財産増減額、正味財産期首残高及び正味財産期末残

高（一般正味財産増減の部、指定正味財産増減の部に区分したうえ、各々収益と費用に区分し、収

益には内訳で受取補助金等（国、独立行政法人、特殊法人及び地方公共団体の補助金等）とその他

の収益の金額を記載する。）並びに収支計算書に計上されている当期収入合計額、当期支出合計額

及び当期収支差額 
 (3) 特定関連会社及び関連会社株式並びに関連公益法人等の基本財産等の状況 
  ア 独立行政法人が保有する特定関連会社及び関連会社の株式について、所有株式数、取得価額及び

貸借対照表計上額(前事業年度末からの増加額及び減少額を含む｡) 
  イ 関連公益法人等の基本財産に対する出えん、拠出、寄附等の明細並びに関連公益法人の運営費、

事業費等に充てるため当該事業年度において負担した会費、負担金等の明細 
 (4) 特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等との取引の状況 
  ア 特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等に対する債権債務の明細 
  イ 独立行政法人が行っている関連会社及び関連公益法人等に対する債務保証の明細 
  ウ 特定関連会社及び関連会社の総売上高並びに関連公益法人等の事業収入の金額とこれらのうち

独立行政法人の発注等に係る金額及びその割合（内訳で、競争契約、企画競争・公募及び競争性の

ない随意契約の金額及び割合を記載する。ただし、内訳には、予定価格が国の基準（予算決算及び

会計令（昭和２２年勅第１６５号）第９９条に定める基準）を超えないものは含めない。） 
 
第１３１ 連結セグメント情報の開示 
１ 連結法人における開示すべきセグメント情報は、当該連結法人が異なる事業を運営している場合に

は、その事業内容等に応じた適切な区分に基づくセグメント情報とする。 
２ 開示すべき情報は、連結法人の事業収益、事業損益及び当該セグメントに属する資産総額とする。（注

９３） 

第６７節 連結財務諸表の附属明細書、連結セグメント情報及び注記 

第１３０ 連結財務諸表の附属明細書 
  独立行政法人は、連結貸借対照表及び連結損益計算書等の内容を補足するため、附属明細書を作成し

なければならない。なお、附属明細書は、「第７９ 附属明細書」に準じるほか、次の事項を明らかにし

なければならない。 
 (1) 特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の概要 
  ア 名称、業務の概要、独立行政法人との関係及び役員の氏名(独立行政法人(独立行政法人設立に際

し、権 は、独立行政法人

での最  
  イ 特定  
 (2) 特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の財務状況 
  ア 特定関連会社及び関連会社の当該事業年度の、資産、負債、資本金及び剰余金の額、並びに営業

収入、経常損益、当期損益及び当期未処分利益又は当期未処理損失の額 
  イ 関連公益法人等の当該事業年度の、貸借対照表に計上されている資産、負債及び正味財産の額、

正味財産増減計算書に計上されている当期正味財産増減額、正味財産期首残高及び正味財産期末残

高（ 般正味財産増減の部、指定正味財産増減の部に区分したうえ、各々収益と費用に区分し、収

益には内訳で受取補助金等（国、独立行政法人、特殊法人及び地方公共団体の補助金等）とその他

の収益の金額を記載する。）並びに収支計算書に計上されている当期収入合計額、当期支出合計額

及び当期収支差額 
 (3) 特定関連会社及び関連会社株式並びに関連公益法人等の基本財産等の状況 
  ア 独立行政法人が保有する特定関連会社及び関連会社の株式について、所有株式数、取得価額及び

貸借対照表計上額(前事業年度末からの増加額及び減少額を含む｡) 
  イ 関連公益法人等の基本財産に対する出えん、拠出、寄附等の明細並びに関連公益法人の運営費、

事業費等に充てるため当該事業年度において負担した会費、負担金等の明細 
 (4) 特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等との取引の状況 
  ア 特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等に対する債権債務の明細 
  イ 独立行政法人が行っている関連会社及び関連公益法人等に対する債務保証の明細 
  ウ 特定関連会社及び関連会社の総売上高並びに関連公益法人等の事業収入の金額とこれらのうち

独立行政法人の発注等に係る金額及びその割合（内訳で、競争契約、企画競争・公募及び競争性の

ない随意契約の金額及び割合を記載する。ただし、内訳には、予定価格が国の基準（予算決算及び

会計令（昭和２２年勅第１６５号）第９９条に定める基準）を超えないものは含めない。） 
 
第１３０１ 連結セグメント情報の開示 
１ 連結法人における開示すべきセグメント情報は、当該連結法人が異なる事業を運営している場合に

は、その事業内容等に応じた適切な区分に基づくセグメント情報とする。 
２ 開示すべき情報は、連結法人の事業収益、事業損益及び当該セグメントに属する資産総額とする。（注

９１３） 

第１４章（ｐ５からｐ７）に移設 
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  ＜注９３＞ 連結セグメント情報の開示について 
  １ 独立行政法人は、業績評価のための情報提供等による国民、主務大臣その他の利害関係者に対す

る説明責任を果たす観点から、その業務の内容が多岐にわたる場合、区分及び開示内容について企

業会計で求められるよりも詳細なセグメントに係る財務情報を開示することが求められる。 
  ２ このため、開示すべき情報についても、主要な資産項目、主要な事業費用及び主要な事業収益（国

又は地方公共団体による財源措置等を含む。）の内訳を積極的に開示する必要がある。 
  ３ セグメントの区分については、区分経理によるもののほか、運営費交付金に基づく収益以外の収

益の性質や複数の業務を統合した法人における業務の区分を参考にしつつ、例えば、施設の機能別

セグメント、研究分野別セグメントなど、各法人において個々に定めていくこととする。 
 
第１３２ 連結財務諸表の注記 
  連結財務諸表には、次の事項を注記しなければならない。 
 (1) 連結の範囲等 
   連結の範囲に含めた特定関連会社、関連会社に関する事項その他連結の方針に関する重要事項及び

これらに重要な変更があったときは、その旨及び変更の理由 
 (2) 決算日の差異  
   特定関連会社の決算日が連結決算日と異なるときは、当該決算日及び連結のため当該特定関連会社

について特に行った決算手続の概要 
 (3) 会計処理の原則及び手続等 
  ア 重要な資産の評価基準及び減価償却の方法並びにこれらについて変更があったときは、その旨、

変更の理由及び当該変更が連結財務諸表に与えている影響の内容 
  イ 関係会社の採用する会計処理の原則及び手続で独立行政法人及び関係会社との間で特に異なる

ものがあるときは、その概要 
  ウ 特定関連会社の資産及び負債の評価方法 
 (4) その他の重要な事項 
   関係法人集団の財政状態及び運営状況を判断するために重要なその他の事項 
 

 
  ＜注９１３＞ 連結セグメント情報の開示について 
  １ 独立行政法人は、業績評価のための情報提供等による国民、主務大臣その他の利害関係者に対す

る説明責任を果たす観点から、その業務の内容が多岐にわたる場合、区分及び開示内容について企

業会計で求められるよりも詳細なセグメントに係る財務情報を開示することが求められる。 
  ２ このため、開示すべき情報についても、主要な資産項目、主要な事業費用及び主要な事業収益（国

又は地方公共団体による財源措置等を含む。）の内訳を積極的に開示する必要がある。 
  ３ セグメントの区分については、区分経理によるもののほか、運営費交付金に基づく収益以外の収

益の性質や複数の業務を統合した法人における業務の区分を参考にしつつ、例えば、施設の機能別

セグメント、研究分野別セグメントなど、各法人において個々に定めていくこととする。 
 
第１３１２ 連結財務諸表の注記 
  連結財務諸表には、次の事項を注記しなければならない。 
 (1) 連結の範囲等 
   連結の範囲に含めた特定関連会社、関連会社に関する事項その他連結の方針に関する重要事項及び

これらに重要な変更があったときは、その旨及び変更の理由 
 (2) 決算日の差異  
   特定関連会社の決算日が連結決算日と異なるときは、当該決算日及び連結のため当該特定関連会社

について特に行った決算手続の概要 
 (3) 会計処理の原則及び手続等 
  ア 重要な資産の評価基準及び減価償却の方法並びにこれらについて変更があったときは、その旨、

変更の理由及び当該変更が連結財務諸表に与えている影響の内容 
  イ 関係会社の採用する会計処理の原則及び手続で独立行政法人及び関係会社との間で特に異なる

ものがあるときは、その概要 
  ウ 特定関連会社の資産及び負債の評価方法 
 (4) その他の重要な事項 
   関係法人集団の財政状態及び運営状況を判断するために重要なその他の事項 
 

 

 

以 上   


